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戦後日本の経済成長：
　　　　　　　　　　マクロ経済学的証近
田　村　貞　雄
序論的考察
　経済学の基本にそくしていえば，経済成長は供給要因と需要要因の相互
作用から生じる。供給要因は，資本蓄積，労働力の増加，技術進歩が主な
ものであるし，需要要因といえば，それは中間需要と最終需要があげられ
る。かつてアレフレッド・マーシャルは，供給と需要の両方の刃が協力し
て物事を切るのであって，供給要因それだけあるいは需要要因それだけで
は，経済現象にたいして適切な説明を与えることはできないといったΦ。
しかし実際をみると，供給要因か需要要因のいずれかに重きを置く経済学
にもとつく政策の流行の繰返しが観察されている。たとえばレーガノミッ
クスは供給重視の経済学（サプライサイドの経済学）を根幹としているし，
他方ケインズ派経済学は需要重視の経済学（デマンドサイドの経済学）を
旗印としている。現代のマクロ経済学における論争は，サプライサイド経
済学とデマンドサイド経済学両派の主導権争いにつきるといっても過言で
ないであろう。
　この小論は，戦後（第2次大戦後）日本の経済成長の過程を観察しなが
ら，その性質をマクロ経済学的視点より明らかにすることを目的としてい
る（2）。この場合，マクロ経済学は欧米経済学としての特徴を持っているの
で，日本の経済成長をマクロ経済学の視点から明らかにすることにより，
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日本経済の特殊性を捨象して，欧米経済との対応で一般化することを意味
する。しかし過去ならば日本の高度成長を東洋的神秘性として葬り去って
もおかしくなかったが，世界のGNPの約15％のシェアを日本が有して
いる現在では，この日本経済の特殊性を，分析の網の目にかける必要があ
ると考えているのはあながち筆者ぽかりではない。そこでこの小論では，
戦後における日本の経済成長の解明のマクロ経済学的接近を試みると同時
に，日本経済の特殊性とされて来たものにも分析の光をあてて，それのマ
クロ経済学への貢献の可能性を考えてみる。この場合，われわれは日本経
済の特殊性に分析の光をあてるために，（1）大川・ロゾフスキー仮説（趨勢
加速），（2）浦田仮説（社会習得能力），（3）大畑・田村仮説（日本の国際適応
力）を参考にする（3）。
　以上において説明した小論の目的を要約して示すと図1のようになる。
図1　小論の目的の要約
　　　　　1
　　　〔趨勢加速〕
大川・ロゾフスキー仮説
〔社会習得能力説〕
　享畠田仮説
マクロ経済学的接近 日本の戦後経済成長
｛サプライサイドの経済学デマンドサイドの経済学
（横糸） 〔日本の国際適応力〕
大畑・田村仮説
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48
戦後日本の経済成長：マクロ経済学的接近
表1　経済成長率・人口増加率および1人当り生産性の成長率：国際比較（％）
国　　　名 期　　　　問 年　数 年当り成長率
G（y） o（N） G（y／N）
日　　　　　本 1885／89～1963／6778 3．6 1．1 2．5
ア　メ　リ　カ 1834／43～1963／67125．5 3．6 2．0 1．6
カ　　ナ　　ダ 1870／74～1963／6793 3．5 1．8 1．7
スウェーデン 1861／69～1963／67100 3．2 0．6 2．6
オーストラリア 1861／69～1963／67100．5 3．2 2．2 1．0
デンマーク 1865／69～1963／6798 2．9 1．0 1．9
ノルウェー 1865／69～1963／6798 2．8 0．8 2．0
イ　タ　リ　ア 1895．・！99～1963／6768 2．8 0．7 2．1
ド　　イ　　ツ 1850／59ヨ963／67110．5 2．7 1．0 1．7
オ　ラ　ン　ダ 1860／70～1963／67100．5 2．5 1．3 1．2
ス　　イ　　ス 1910　～1963／6755 2．3 0．8 1．5
イ　ギ　リ　ス 1765／85～1963／67180．5 2．2 1．0 1．2
フ　ラ　ン　ス 1831／40～1963／67128．5 2．0 0．3 1．7
ベ　ル　ギ　一 1900／04～1963／6763 1．9 0．5 1．4
（注）　Y＝実質GNP（国によってはGPR　NNP，国民所得など）。　N＝総入目。
（資料）　G（Y），G（N），　G（｝ワN）：塩野谷1973，第1表（53頁）。（．クズネッツ1977，13～17
　頁の10年当り成長率を∫卜当りに換算したもの）。ただしri本のYは大川・その他1974，249
　エし。　NはOhkawa　and　Shinohara　1979。　pp．392～393。
　（南亮進『H本の経済発展』来洋経済新．報さ｝：より）
　　　表2　経済成長率，人口増加率，および1人当り生産準の成長率（％）
期　　　　間 経済成長率@　G（Y）
人ロ増加率
@　G（N）
1八当り生産
ﾌ成長率@G（γ／N）
1876～1890 0．82
1889～1890 3．53 0．85 2．68
1891～1895 3．12 0．92 2．19
1896～1900 2．25 1．10 1．15
1901～1905 1．84 1．18 0．66
1906～1910 2．29 1．14 1．16
1911～1915 3．35 1．36 1．99
1916～1920 4．77 1．11 3．66
1921～1925 1．93 1．26 0．67
1926～1930 2．53 1．50 1．03
1931～1935 4．98 1．36 3．62
1936～1938 5．07 0．95 4．12
（1889～1938） 3．15 1．01 2．14
1939～1954 1．46
1955 7．74 1．05 ．6．69
1956～1960 9．01 0．98 8．03
1961～1965 10．51 0．99 9．52
1966～1970 10．79 1．15 9．64
1971～1975 6．21 1．26 4．95
1976 3．48 1．19 2．29
（1955～1976） 8．81 1．10 7．71
（注）　各期間の平均値。
　　（南亮進『日本の経済発展』東洋経済新報社より）
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1．　国際比較での日本の長期経済成長の概観
　ここで以下において使用する表および図についての説明をしておきた
い。表1から表5は国際比較のもとでの日本の経済成長の概観を示すため
表3　戦前と戦後の経済成長率の比較　　　　表4　日本の戦後経済成長
　　　　　戦　前1戦　後
世　　界
日　　本
??? 4－5％
10％
　（Tatsuro　Uchino，ノαραη，s　Pos伽αγE‘o一
　πoη3ン，Translated　by　Mark　A．　Harbison，
　Kodansha　International　LTD．）
のものである。表6から表8までと
図2は日本の戦後経済成長のサプラ
イサイドの経済学的説明のために使
用される。また表9，表10と図3は
1945－55
1955－65
1965－75
　1965－70
　1970－75
1975
1976
1977
1978
1979
1980
9．1％
10．0
8．3
11．0
4．4
3．6
5．1
5．3
5．2
5．5
3．7
　　　　　　　　　　　　　　　　　（Tatsuro　Uchino，上掲書）
日本の戦後経済成長のデマンドサイドの経済学的説明のために使用され
る。
　さて表1は南（1984）による先進諸国間との比較における日本の長期経
済成長の特徴をみたものである。表2は1876年から1980年までの日本の経
済成長，人口成長，労働生産性の成長の実績表である。この表より，1955
年頃より経済成長率が高まっていること，そして，同じ時期より労働生産
性の成長率も急上昇していることが観察される。
　次に表3は戦前（第2次大戦前）と戦後の実質経済成長率を世界の平均
との対比において日本のそれを示したものである。同表から明らかなよう
に，戦前，戦後を通じて日本の経済成長率は約2倍である。
　表4は戦後から1980年目での日本の経済成長率を示している。これから
50
戦後日本の経済成長：マクロ経済学的接近
表5　主要先進国の実質経済成長率の長期的推移
年…．・・塑・
1951～55　4．2［
　56～60　　　　　　　2．3　　1
61～65@4・71
　　　　　　　3・2166～70
71～75　2・61
　76～80　　　　　　3．7　　！
刺西・イ・
8．5
10．0
11．3
4．7
5．1
???????
・ギ・・1・ランス1・E・D
?????4．1
5．0
5．8
5．4
4．0
（3．7）
????? ?
（出所）　アメリカ：81年「合衆国大統領経済報告」，日本：「国民所得統計」，西ドイツ：
　　S’切げs’言sc加sノ魏γ伽σ乃・「ブンデスバンク月報」，イギリス：Ecoπo贋判丁7θη43，フ
　　ラソスとOECD　I　A娩’oηα’／1cco観ピs（ゾ0βCO　Coπ漉漉5及び同四季報，
　　（1981年「通商白書」より）。
（注）】．すべて年平均成長率，例えば76～80年は80年／75を年率換算して％表示した。
　　2，アメリカ，日本，西ドイツはGNP，イギリス，フランス，　OECDはGDP。
　　3．アメリカは国民所得統計改訂後の新ベンチマークの統計による数値。
　　4．　日本は，51創55年→61～65年は70年価格，66～70年以降は75年価格による値。
　　5．　イギリスは要素費用表示，他は市場価格表示。
　　6．　（）内は76－79年の平均成長率。
（金森久雄・日本経済研究センター編『日本経済一大転換の時代』日本経済新聞社より）
わかるように，1970年代から経済成長率が約半減していることが観察され
る。
　表5は戦後における経済成長率を主要先進諸国間との対比においてみた
ものである。表4と同じく日本の70年代において経済成長率は絶対的水準
では激減しているが，先進諸国との相対的な水準でみれば，なお良好な実
績を示していることがわかる。
2．　戦後日本の経済成長のサプライサイド経済学的接近
　サプライサイド経済学は生産関数分析を中心にして行なわれる。言葉を
かえていえぽ，セイの法則の前提により，マクロ市場均衡式は，貯蓄要因
を主導として形成される。いま，Yを実質生産高，　Kを資本ストック，　N
を労働力，そしてTを技術水準をあらわすものとすれぽ，われわれによく
知られた生産関数は次のようにあらわされる。
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表6貯蓄率の国際比較
（単位；％）
日　　本
1970年
　71
　72
　73
　74
　75
　76
　77
　78
　79
　80
81
18，2
17．9
18．2
20．9
23．7
22，1
22．4
21．0
20．6
18．7
19．4
アメリカ
????????
イギリス
6．6
4．8
7，1
8．3
8．4
8．7
8．0
7．2
9．7
11．3
12．4
西ドイツ
17．9
17．0
15．5
14．0
14．8
15．2
13．4
13．4
13．3
13．8
12．8
フランス
12．6
13．5
13．7
14．2
14．1
15．3
12．9
13．2
14．2
12．5
10．6
（出所）　日銀「国際比較統計」1982年より。’
（注）貯諦驕篇薄
（金森久雄i・日本経済研究センター『日本経済一大転換の時代』日本経済新聞社より）
　　　Y一・（K・N・T），祭〉・，祭＞ql羊〉・．　（傷・）
ここでは資本ストック，労働力，技術の変化は，実質生産高と正の関係に
あるとされているが，この場合，サプライサイド経済学は資本ストックの
変化したがって正の貯蓄の存在を成長要因のうちの第1位の順位に位置づ
ける。というのは，労働力の成長も技術進歩も重要な成長要因であるが，
それらは正の貯蓄の存在によってはじめて実質生産高の増大へと結実させ
られるからである。
　表6は1970年～1981年の短い期間ではあるが，主要先進諸国間における
貯蓄率の推移をみたものである。同表から明らかのように，日本の貯蓄率
は先進諸国間において非常に高いことが観察される。
　次に表7は香西（1981）による経済成長の要因分析を示している。この
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表7　成長要因の分析（試算）
・955～60「196。～65、965～70、970～7511975～79
成　長　率 8．7
? ?
就　業　者
労働時間
労働の質
2．4
2．2
0．8、
0．4［
　i
9．7 12．2、 5．1
　　　　
o・8旨
1・7P
△1：1旨
　1．3
　1．8
△0．5
　　　i　O．61
△0．3
0・4
△1・7P
0・9i
5．9
1．5
1．2
0．7
0．2
・955～7・i・97・
10．21
　　．1
5．4
資　　　本
　資本ストック
　資本の質
中立的技術進歩
　1．5
　1．9
△0．3
　0．5
????」????「 ?? 5．4
12・7
5・4「
3．7
11．1
1．2
1．9
6．4
0．0
4．3
10．4
5．7
　0．6
　0．8
△0．6
　0．6
32 2．4 5・51
　　1
1．7 2．5
2．9
9．1
0．7
3．9「
1．9
（備考）　労働7：資本3の分配率を仮定。
　　　　各項目は香西・土志田『経済成長』（日経文庫）による。
（香西泰r高度成長の時代』日本評論社より）
表8労働生産性
実質成長率
就業者増加率
生産性上昇率
1945～50　　　　11950～5511955～601960～65
9．4　　10．9
2．3．　　　　2．71
7．1　　　8．2
　　　（24・2）1
　　　　12・q
　　　　7．OI
　　　　35．4
　8．2
　2．2i
　6・5i
（25．4）
　9．6i
　5．5…
37．51
　9．7
　1．7
　8．0．
（29・7）i
　7．9
　8．1
29．31
1965～7011970～7511975～80
　製　造　業
　そ　の　他
製造業寄与度
製造業期首
相対生産性
就業者シフト
・ポイント
シフトによる
寄　与　度
1．55
1．61
0．gi
1．35
4．2
1．5
1。34
2．3
0。8
　12．2
　1．8
　10．4
　　　1（29．7）1
　12．3．
　9．7
　35．1
1．16
1．7．
0．3
　5．1
　0．4
　4・71
（27．6）
　　　！　2．α　　　1
　5．6　　　i
　11．7
1・171
△0．9
△0．2
　5。6
　1，2
　4．4
（26．1）
　7．0
　3．5
　41．5
1．05
△1．7
△0．1
（備考）　ω　製造業生産性上昇率＝鉱工業生産の伸び一製造業就業者の伸び。
　　　　　製造業就業者は1975年まで国勢調査，最近時は労働力調査，1980年度は9月計数。
　　　　（2）（）は製造業ウエイト。各期央の産業別国民所得ウエイトによる。最近時は
　　　　　新SNA計数を1975年でリンクしたもの。
　　　　③　相対生産性は上記（2｝のウエイトを国勢調査構成比で割って求めた。
　　　　（4）就業者シフト・ポイントは国勢調査の構成比の変化幅（パーセント・ポイント）。
　　　　⑤　シフトによる寄与度は（相対生産性一1）×シフト・ポイント。
（出典は表7に同じ）
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計算は次のような理論モデルを基盤として導出されているものと考えてよ
い。われわれは上述に示した一般的な形での生産関数をコブ＝ダグラス型
の生産関数に特定化する。
　　　Y＝AK貸Nβ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－2）
ここでは・一嵭^（資本の生産蜘性）を示・，そしてβ一1辞（労
働の生産弾力性）を示している。この生産関数では規模に関して収益の不
変が仮定されているから，α＋β＝1となる。上式を対数微分することによ
り，われわれは次式をうる。
　　　Y／Y＝A／A＋αK／K＋βN／N　　　　　　　　　　　　　　（3－3）
ここで暗・薯をあらわし，入／A厳術進歩に・碩献分をあらわ
し福嚇・それぞれ資本と労脚・貢献分をあらわ・てい・・
（1960Q－1；100）
1600
400
200
100
図2　戦後日本の輸出の変化と特徴
（1）日木の輸出の趨勢
　　　　ノ《・ノ
　　　メ！
．．．．4託ゾ
（A）　輸出指数
＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，一L9　　　　　　　　　　（B）　純阯界輸入値　　　．，’融’ノ
　　　　　　　　　　　こゾ／層｝：＝、三ニズへ㌔
　　　　　　　〆鰍ζ二！・・領〆良
　　　　　，〆民．！　　い（A）／（B）
　　　，ζy！讐’
船が
、　’A…・イヘー一…！●
　　　　相対価格
み／幽
　　、●●9ノ
　　　　　　幽’
’　｝卜、　　　　ノ
　　　・馬・｛㍉ノ’．
，60616263646566676869　707172’737475767778「798σ818283　8485　8687イF
（White　Paper　on　Japanese　Economy　1987　Business　Intercommunicatibns　Inc．）
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　さて表7から，われわれは高度成長期において，技術進歩による貢献分
が非常に大ぎいことを観察することができる。
　次に表8は戦後経済成長における労働生産性の推移を示している。われ
われは同表から生産性の上昇率は，高度成長期において高いということを
看取することができる。これらの関連でいえぽ図2は日本経済の戦後にお
ける輸出の変化とその特徴を示したものである。この図から明らかに，輸
出相手国との関連における相対価格の低下は，輸出の増大と強く結びつい
ていることが観察される。このことはサプライサイド経済学の基本的原理
の実証的部分をあらわしているものということができよう。
3．　戦後日本の経済成長のデマンドサイド経済学的接近
　デマンドサイド経済学の基本的視点は有効需要原理によって示される。
言葉をかえていえば，これは，マクロ市場均衡を示す貯蓄一投資均衡式に
おいて，投資が主導的役割を示すものとして特徴づけられる。いまYを実
質国民総生産，Cを民間消費支出，　Gを政府消費支出，1を民間投資支出
と政府投資支出をあらわし，そしてEを輸出，Zを輸入をあらわすものと
すれぽ，われわれは，デマンドサイド経済学の特徴をあらわす方程式を次
表9　需要項目別総支出の伸び （％）
［・945一…95・一55・955一…96・一65・965一・・1197・一751・975－79
民間最終消費
民間住宅
民間企業設備
政府最終消費
公的資本形成
輸　出　等
（控除）輸入等
国民総生産
10，2
｝1・・
△1
??
???
　9．4
9．9
15．6
8．61
2．4
23．3
13．9
18．1
　　1
10・91
7．7
14．5P
22・6P
、1：11
｝???
・．71
8．3
17，41
　　1
8．7
7．1
16．0
14．9
12．5
9，7
9．7
13・7
22．8i
5．1
10．8
15．7
16．6
12．2
6．0
6．2
0．9
5．6
6．7
11。8
6．8
5。1
4．9
1．8
7．3
4．2・
7．7
10．3
9．5
5．9
（備考）「国民所得統計」による。 （香西泰『高度成長の時代』日本評論社より）
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のような形であらわすことができる。
　　　Y＝C＋1＋G＋E－Z　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－1）
　　　　　1　　1　1　i
上式において，A＝C＋1＋Gは内需と呼ばれ，　B＝E－Zは外需と呼ばれ
ている。いま，貯蓄S＝Y－Cとし，Tを租税収入をあらわすものとすれ
ぽ，（4－1）式を貯蓄一投資均衡式で示すと（4－2）式のようになる。
　　　S＋T＋Z＝1＋G＋E　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－2）
　表9は各需要項目別にみた総支出の増加率をあらわしている。われわれ
はこの表から，民間消費支出，民間住宅建設と民間資本形成が，1970年ま
での経済成長に貢献したことを観察することができる。しかし1970年以降
においては，上記の諸要因にかわって，政府消費支出，政府資本形成，そし
て輸出要因が経済成長を支えたということも理解される。表10は経済成長
率，投資率，資本係数（K／Y＝v）の推移を示している。いま，限界資本
係数一塊とし・貯蓄率一・とし・・のデータを補充すれぽ・論われ
蔽・・から一・ッ働学9・一÷（9・翁忌厳率）セ・よ・て躰の繍
成長のマクロ的動態過程の分析が可能となる。
　先述のようにサプライサイド経済学においては，資本蓄積過程における
表10　各期の成長率・投資比率・資1本係数
1945～5d1950～551955～60・、960～651965～7d1970～75197；～80
　　　1　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　1
経済成長率
投資比率A
　〃　　B
資本係数
相対価格
9．4
9．3
8．3
1．0
0．89
10．9
7．9
10．8
0．7
1。37
8．7
11．4
16．5
1．3
1，45
??????
????．???? ??。????
1
12．2
18．1
18．5
1．5
1．02．
5．11
18，2
17，8
3，6
0．98
5．6
17．1
14．7
3．1
0．86
（備考）投資比率A：民間企業設備投資÷GNP　1945創50年については（民間住宅＋民間企
　　　　　　　　業設備投資）×2／3，実質値（970年価格）
　　　　　　　B：同上名目値
　　　資本係数＝投資比率A÷経済成長率
　　　相対価格＝投資比率B÷投資比率A＝投資デフレーター÷GNPデフレーター
（香西泰『高度成長の時代』日本評論社より）
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貯蓄要因の重視と限界資本係数の伸縮性を前提とする。しかし，デマンド
サイド経済学においては，資本蓄積過程における投資要因の重視と限界資
本係数の固定性を前提とする。ここでは投資と貯蓄が一致しないと短期的
　　　　　　　　　　　　図3　設備投資と個人貯蓄
02
??????
15
45’ 1955
1960
1965
1970
・1975’
　　　　　10　　　　　　　　　　　　　15　　　　　　　　　　　　　　　20　　　　　　　　　　　　　　25
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人貯蓄率
　　　　（備考）「国民所得統1汁」による（香西泰「高度成長の時代』ll本評論社より）
には経済変動が起きるものとされている。図3は，戦後日本の経済成長過
程における固定資本形成と個人貯蓄の動きを示したものである。われわれ
は同図から1970年以降におけるわが国では，貯蓄過剰が支配的な状態とな
っていることを観察することがでぎる。
4．　マクロ経済学的接近の問題点と新しい視点
　これまでわれわれは戦後日本の経済成長をマクロ経済学の手法を用いて
説明してきた。ここではマクロ経済学にケインズ派経済学のみならず，サ
プライサイド経済学あるいはマネタリストの経済学を含ませている。サプ
ライサイド経済学，マネタリストの経済学は一般均衡論（ミクロ経済学）
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を基盤としているので，ここでいうマクロ経済学的接近はマクロ経済学と
ミクロ経済学の両者を含む現代経済学の枠組の使用ということである。こ
れは欧米流の経済合理性を基盤として開発された仮説であるから欧米経済
学と呼んでもよいわけである。先進諸国の中でも良いパーフォーマンスを
示す日本経済の成長の事実を欧米経済学の手法を利用して解明しようとい
うのであるから，説明しつくされない残差が出るのは当然のことである。
すなわち，この場合「日本的経営組織論」，「日本的競争と協調」，「日本的
政策と制度」等は分析の網の目にかかって来なくなる。米国，英国の経済
成長の停滞，また西独の先端技術開発への立ち遅れという事実を考えれば，
欧米経済学の分析から洩れたものをすくい上げて，これを世界的に問うこ
とは現在において必要なことであろうと考える。
　以上において述べたような視点は現在ではすでに多くの研究者，実践
家，政策者が持っており，色々な研究が試みられているが，ここでは序論
的考察で述べたように，大川・ロゾフスキー仮説と浦田仮説を取り上げ，
それとの関連において大畑・田村仮説を説明し，正統派経済学としての欧
米経済学の補充のひとつの視点を提供したい。
　まず大川中ゾフスキー仮説〔1973〕をみてみよう。ここでは経済変動
にみられる長期波動における趨勢加速要因の存在に着目している。そして
ここでは，生産関数分析にみられる技術進歩による生産性上昇率と資本成
長率と労働成長率の相互作用の解明に重点をおいて検討されている。そし
てこの相互作用の検討の際，“社会的能力”（Social　Capability）の量と
水準の解明が必要となるとしている。これと関連して，日本の経済成長の
趨勢加速に貢献した因子として次の3つをあげている。
　　（a）人間資本（より上級の学校教育，食事の改善等）の改善によって，
　　　労働力をより進んだ技術で働くのに適するようにする。
　　（b）市場を拡大し，それによって規模の経済の利用可能性を増大するこ
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　　　と。
　　（・）貯蓄率，とくに家計貯蓄率の上昇
そして，大川・ロゾフスキーはこれらの要因を育成した制度的進歩の重要
性を強調している。
　次に浦田仮説をみてみよう。浦田（1988）は大川・ロゾフスキー仮説に
基本的に組みしながら，大川・ロゾフスキー仮説における“社会的能力”
を社会的学習能力という用語で示し，それを教育，競争，政策という要因
から構成されるものとした。そして浦田はこの経済発展における3要素と
いわれる教育，競争，政策を戦後における外国技術導入による日本経済へ
のインパクトの中で実証的に示した。
　これまでにみたように大川・ロゾフスキー，浦田は経済成長の主要変数
に影響を与える非経済的要因の解明に着目し，これを“社会的能力”，“社
会的学習能力”という概念で把握し，日本の経済成長の事実の解明の基盤
とすると同時に，先進諸国（大川・ロゾフスキー），発展途上国（浦田）
へのイソプリケーションとしょうとした。次に同じような目的のもとで提
案された大畑・田村の「日本の国際適応力」仮説についてみてみよう。大
畑・田村は“社会的能力”（Social　Capability）の基盤を人間生存の一般
的観察にもとつく環境変化における入間適応という形での人間適応力
（Human　AdaptabilityNこ求めた。この場合，人間適応力にはパッシィブ
な適応力とともにポジティブな適応力も考えている。このような内容の人
間適応力を基本的要因と環境的要因に分けて示したのが図4である。ここ
では，a－Aがポジティブな適応力を，そしてb－Bがパッシィブな適応
力をあらわす要因と考えられており，c－Cは東洋のヒューマニズムにも
とづきa－A要素，b－B要素の基底に存在するものとして位置づけられ
ている（5）。われわれは，この人間適応力仮説により戦後日本の経済成長に
おける高貯蓄率，高投資率，高生産性を理解したいと思っているし，また
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図4　人間適応力仮説
Adaptabihty
基本的．要因 環境的要因
a Enterpreneurship A Competition
b Discipline B Confidence
SacrificeC C Home
Religion，　CuItur，　Education
これにより上述の「日本的経営組織論」，「日本的競争と協調のルール」，「日
本的政策と制度づくりの環境」をグローバノヒな視点から再検討している。
5．　結論にかえて一人間適応力と組織資源の実証研究を
　戦後日本の経済成長の国際比較でみても良い実績は，スタグフレーショ
ンに対する良い実績，そして近年では円高に対応する良い実績と密接に関
連していると考える。すなわち人間適応力の高さを基盤として組織適応力
が高いということである。筆者は世界的にみても稀な大分地域における健
康開発システムづくりの実践に参加して，システムプランナーである杉田
〔1983〕とともに，この組織適応力を組織資源と呼んだ。そして組織資源
の構成要素を図4に示したようにa－A要素，b－B要素，　c－C要素に
分けて，ケース・スタディの指標とした（6）。今回のこの小論はまだケース
・スタディの段階ではあるが，日本の経済成長の検討の際にマクロ経済学
的接近とのからみでこの組織資源のアイデアを利用しようと思った。そし
てこのことにより，正統的な現代経済学である欧米経済学に新しい視点を
提供するとともに，先進諸国や発展途上国のこれからの経済政策に対して
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経験にもとづいた新しい発想を提供したいという狙いもあった。しかしま
だ一般性を欠く完成度の低いアイデアであるので，十分な提言はできない
が，今後もこの研究を継続して実証的研究の領域を拡充して行きたいと思
っている。
　注
（1）これはKlein，　L・R・（1983）からの引用である。
②　この小論は昭和63年度の早稲田大学・タマサート大学交換教授協定による出
　張における，タマサート大学での講義を日本語に直したうえ，加筆修正したも
　のである。タマサート大学では欧米経済学である現代マクロ経済学の応用とい
　う形で戦後日本の経済成長について説明したのち，最後に日本的特徴を欧米経
　済学の中に取り組むための試論的説明をした。多くの学生はこの最終部分に興
　味を早した。
（3）大川・ロゾフスキー（1973），浦田（1988），大畑・田村（1986）を参照のこ
　と。
（4）マクロ・モデルであるので，ここでは中間需要は捨象している。産業構造の
　分析にはこれは主要要因となる。
（5）これについては田村・吉川・杉田（1983）第4章健康福祉循環の組織資源論
　的接近を参照されたい。
（6）田村・吉川・杉旧（1983），杉田は現在病院組織づくりにおいて組織資源論
　的仮説をTQCの手法と結びつけて実験を行なっている。
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